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Upstream Development in Arctic Region
Focusing on the current status of accelerating E&P activities in Russia 

and revealing challenges of the Northern Sea Route

北極域における石油天然ガス開発
特に加速するロシアの現状とその背景、北極海航路利活用の課題について



2020年以降、カーボンニュートラル（脱炭素）に舵を切った主要国
Major states that have turned to ‘Carbon Neutrality’ since 2020
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化石燃料、特に天然ガス：CO2排出量少なく人類に不可欠なエネルギー源
Fossil fuels, especially natural gas: low CO2 emissions, an essential energy source for humankind
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➢ 北極域における石油天然ガスポテンシャル
Hydrocarbon potentials in the Arctic region

• 実際石油ガスはあるのか? あるとすればどれ位の埋蔵量が期待できるのか?

➢ なぜロシアは北極域の資源開発を進めるのか
Why Russia accelerates the resource development in the Arctic?

• ポテンシャルの背後で身を切って開発を進めざるを得ないロシアの事情
• 原油価格と政治に左右されてきた北極域資源開発

➢ ロシアにおける北極域資源開発が抱えるその他の課題
Challenges facing the Arctic resource development in Russia

• 欧米制裁の発動と影響
• ヤマルLNG、アルクチクLNG-2の外資参画に見るプロジェクト以外の要因の重要性
• 日本が参画する意義（⇔ロシアにとっての日本参画の利点）は何か?

➢ 北極海航路利活用の実際と見えてきた限界
Actual utilization of the NSR at present, its limits that have been becoming aware

• ヤマルLNGプロジェクトによる実績とビジネスモデル
• 船数が鍵を握る通年航行実現：ズヴェズダ造船所の行方
• なぜロシアは船籍及び船舶製造国を自国に限定するのか?

本日の報告事項（まとめ） Summary and Q&A

本日のポイント Today’s Focal Points 4



出典：米国地質調査所（USGS-CARA：https://pubs.usgs.gov/fs/2008/3049/）、米国海洋大気庁（NOAA）、JAXA、露天然資源環境省及びNASA（レナデルタ写真）

石油ガス賦存ポテンシャル高

石油ガス賦存ポテンシャル高

★北極圏の石油ガスポテンシャル ★北極海の大陸棚の拡がり

北極海の海氷状況の比較（最小面積の10月と最大面積の3月）

：河川とデルタの形成 石油ガス賦存ポテンシャル高 石油ガス賦存ポテンシャル高

★ロシア政府が公開する探鉱・開発ライセンス鉱区（天然資源環境省・ロスネドラ）

➢ 全世界の未発見資源量の内、石油：13%、天然ガス：30%を占める規模。

➢ ロシアが北極沿岸五カ国（ロシア、ノルウェー、デンマーク、米国及びカナダ）の
中で大陸棚の拡がり、海氷条件、資源ポテンシャルの点で最も恵まれている。

➢ 気候変動による海氷の減少は夏季のウィンドウではロシア沿岸では無氷状態を
作り出している。なお、メキシコ湾流によってバレンツ海北西は冬季も凍らない。

➢ 他方、冬季にはバレンツ海以東は海氷は成長・存在している。

バイカル湖から
流れ出るレナ河（4400km）
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世界最大級のレナデルタ
（未開発の巨大ポテンシャル）

北極域における石油天然ガスポテンシャル：地質的・地理的に恵まれたロシア
Oil & Natural Gas Potentials in the Arctic: Blessed Russia Geologically and Geographically

https://pubs.usgs.gov/fs/2008/3049/


★北極圏以北で立ち上がるロシアの石油ガスプロジェクト ★沿岸国の石油天然ガスポテンシャル（百万BOE）

北極域における石油天然ガスポテンシャルとロシアで推進されているプロジェクト
Oil & gas potentials in the Arctic and Russian projects (production & under development)

出典: 埋蔵量ポテンシャル試算はJOGMECによる。上記図表は各プロジェクト情報から取り纏め。その他BP統計から作成。

「ロシアは世界のLNG市場の4分の1を獲得しようとし
ている。我々はすでに最大のガス生産の可能性と強
力で高度な輸出インフラを持っている。
ロシアはヨーロッパとアジアの
市場に地理的に近接しており、

より速くより安価な輸送を確実にするために
北極海航路を開発している。2025年までに
LNGの総生産能力を0.68億トン以上
（現在の2倍以上）に拡大する。」

国・地域 LNG生産 シェア

全世界 3.59億トン 100%

豪州 0.78億トン 21.8%

カタール 0.78億トン 21.7%

米国 0.45億トン 12.6%

ロシア 0.30億トン 8.3%

マレーシア 0.24億トン 6.7%

世界のLNG生産国（2020年）

＜参考＞ノヴァク・エネルギー大臣（当時）の発言（2020年10月12日）
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注目されるロシアの北極域資源の背後で：政治 と油価 が開発を左右してきた
Behind Russia's Arctic resource development: Politics      and oil price       have influenced upon the developments
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出典: 各種報道から作成者取り纏め

➢ロシアにおける北極域資源開発は、①高油価時の外資締め出しを目的とした「2008年戦略外資規制法」、②欧州によるロシア産ガス締め出しを目的とした「第
三次エネルギーパッケージ」に対抗するロシアの戦略「外資誘致による欧州分断とNOVATEK台頭によるGazprom独占体制の見掛け上の崩壊」、③2014年
欧米による対露制裁発動、これら3つの事象によって左右されてきた。

➢プロジェクトの実行には一定以上の原油価格と優遇税制適用が不可欠。現在進むプロジェクトは2011年～14年までの高油価時期に進められたものが実を結
ぼうとしている（⇒その後に続くプロジェクト立ち上げに時差が生じる、又は停滞する可能性がある）。



石油関連税
原油プロジェクト コンデンセートプロジェクト 天然ガス（LNG）プロジェクト

通常 ヤマロ・ネネツ自治管区 通常 ヤマロ・ネネツ自治管区 通常 ヤマロ・ネネツ自治管区

資源抽出税
課税

A

課税

B 課税 B

輸出税
課税

C C

法人税 20% D 課税 D

ロシアが身を切りながら進める北極域資源開発
Arctic resource development by Russia’s pocket expense

★ロシア政府がフロンティア開発で適用する優遇税制策

資源抽出税：ヤマロ・ネネツ自治管区等のフロンティア開発地域に
おいて、2012年1月から、原油プロジェクトにおいて、生産量があ
る一定の量または期間に達するまで免税。

A

資源抽出税：2010年10月からLNG及びコンデンセート輸出につい
ては、生産量がある一定の量または期間に達するまで免税。B

輸出税：LNG輸出については期間制限なく免税。ヤマル半島を中
心にコンデンセートの輸出についても同様に免税。C

ヤマルLNGプロジェクトでは国が保有するサベッタ港の建設・運営
費は政府負担。国際空港の建設も同様に政府負担。E

国民福祉基金（次世代のための再生不能な天然資源収入を維
持・増加）の優先活用。F

出典: ロシア税法典、JOGMEC調査、BP統計及びIEA資料から取り纏め

→原油生産量は早晩減退へ
→求められる新規開発

→天然ガス生産量は増加
→市場確保が喫緊の課題

百万BBL

BCM
法人税：天然ガス及びコンデンセートプロジェクトについては生産
量がある一定の量または期間に達するまで減税。D

石油生産量見通し

天然ガス生産量見通し
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石油生産量・輸出量実績

天然ガス生産量・輸出量実績



欧米制裁：北極海と石油開発は✕⇒陸上と天然ガス（LNG）は◎
US & EU Sanctions: Arctic offshore and oil → NG／Onshore and natural gas (LNG) → OK

＜参考②＞中国国営企業による北極海での掘削（2020年）
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★石油産業をターゲットとする欧米制裁の現在の制裁メニュー

“exploration or production for deepwater, Arctic offshore, or 

shale projects that have the potential to produce oil in the 

Russian Federation”

“for deep water oil exploration and production, arctic oil

exploration and production, or shale oil projects in Russia: (i) 

drilling, (ii) well testing, (iii) logging and completion services, (iv) 

supply of specialized floating vessels”

①石油生産
ポテンシャル

将来的な石油生産でガスは非対象。但し石油ガス
は掘削しないと分からず、ガスでも液分が生産され
る。実際、S-3はガスにも関わらず米国制裁対象に。

②北極海or圏
欧米制裁では規定に違い（Arctic Offshoreと
Arctic）。但し欧州も海を対象とすると説明。他方、
地下構造が陸から海へ張り出す場合等不明点も。

③探鉱生産とは
探鉱生産には何が含まれるのか。米国は明言せず、
欧州は掘削をメインとしている。地質探査やその
データ解釈は制裁に抵触するのか不明確。

＜参考①＞欧米制裁原文の内容と注意すべき4つのポイント

＜大統領令（14年9月）＞

＜EU官報（14年9月）＞

出典：公開情報（米国財務省及び欧州委員会）等から筆者取り纏め

④対象者 2017年CAATSAから米国制裁は外国人も対象。



なぜ今ロシア北極圏でLNGプロジェクトが進んでいるのか
Why LNG projects are now underway in the Russian Arctic?

TOTAL

20%参画

CNPC

20%参画

Silk Road

Fund 9.9%参画

◎：生産コストが安い（20USD/千CM=0.6USD/MMBTU）
×：過酷な環境：永久凍土、夏冬で70度の温度差
×：北極海航路による特殊輸送（ボトルネックとコスト増）
△：ロシア政府の最大限の税優遇策（⇔政府保証と見るか否か）
－：Gazpromの輸出独占打破に向けた第一歩

（⇔欧州でGazpromのパイプライン輸出価格と競合）

なぜTOTAL及び中国はヤマルLNGに参入したのか

・TOTALはNOVATEKの株主になることが参画の条件だった。
（19.4%）。別収入で配当が期待でき、シェア分の埋蔵量登記も可能。
・中国CNPCはロシア産ガスを、LNG及びパイプライン（「シベリアの
力」@2019年）双方で価格面で比較できる立場に。「シベリアの力」

では上流権益（チャヤンダ）に入れてもらえず（⇔融資実行せず）、ヤ
マルで上流参画を成就（⇔融資実行）。

ロシア北極圏のLNGプロジェクトの特徴

48ヵ月

出典: NOVATEK公開資料等から筆者取り纏め

①供給源・供給ルートの多様化によるエネルギー安全保障の強化。

②北極圏プロジェクトのステイクホルダーとして北極評議会・北極海航
路活用における発言権を高める。

③北極海航路活用のための知見・技術を先行習得。
④欧州市場の価格指標を日本のLNGポートフォリオにもたらす可能性。

日本が参画する意義は何か
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＜参考＞ヤマルLNGプロジェクト立ち上げ・FID・外資参入の軌跡



チョークポイント

北極海航路

既存航路

＜北極海航路が抱える課題＞
◉ 砕氷機能が必要
◉ 海氷条件に左右され、依然定期通年航行が難しい
◉ 需要地がなく、欧亜間直送・ロシア発エネルギー輸送
に限定

VS

＜既存航路が抱える課題＞
◉ 複数のチョークポイントと係争海域、ボトルネックを通過
◉ 政情不安による影響を受け易い ◉海賊対策の必要性

◼ 新規フロンティア開発
･･･早晩する減退する原油生
産と既存ガス生産の補完。

◼ 安定した石油ガス
市場獲得

･･･成長著しい中国を中心と
するアジア・太平洋市場
進出。

･･･脱炭素化によって縮小す
る欧州市場の代替。

◼ 対中レバレッジの
必要性

･･･パイプラインとLNG価格
を比較できる中国。

◼ 軍事要衝としての
重要性

チョークポイントチョークポイント

◼ 供給源・供給ルート
多様化

･･･中東偏重改善によるエネ
ルギー安全保障確保。

･･･近年の中国による領海・領
土拡大の動き。
※現在、日本の原油輸入量の92%、

LNG輸入の16%が通過。

◼ 注目集める北極海で
のプリゼンス維持

･･･海氷減少により国際的関
心が集まる北極海にステイ
クホルダーとして関与。

･･･北極海航路活用に先駆的
に関与することで世界を
リード。

◼ 将来的な水素供給源
となる可能性

日露双方のメリットを実現できる北極域資源開発
Arctic resource development can realize mutual benefits for both Japan and Russia
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中国との係争海域中国との係争海域



ヤマルLNGプロジェクトに見る北極海航路利活用の実際
Reality of Northern Sea Route utilizations as seen in the Yamal LNG Project’s delivery

ヤマルLNGプロジェクト

NOVATEK 51%

TOTAL 20%

CNPC 20%

シルクロード基金 9.9%

ヤマルLNGプロジェクトの公開されているLNG引取り長期契約

TOTAL 330万t 20% Gazprom 300万t 18%

Naturgy 250万t 15% ENGIE 100万t 6%

CNPC

（シルクロード基金）

300万t
28%

Shell 90万t 5%

160万t 他、NOVATEKも販売。

アルクチクLNG-2プロジェクト

NOVATEK 60%

TOTAL 10%

CNPC 10%

CNOOC 10%

Japan Arctic LNG 10%

★ヤマルLNG及びアルクチクLNG-2

★上流権益ステイクホルダー

★ヤマルLNG生産物の購入者

★NOVATEKが試行・創出する北極海からの新たなLNG輸送スキーム

年 2018年 2019年 2020年 ～今年8月
注目される北極海航路利活用の実際

仕向け地（含積替え） 830万t 1850万t 1860万t －

フランス 34.9% 14.2% 27.5% 22.2%

ベルギー 7.0% 8.0% 22.7% 11.0%

スペイン 7.0% 7.0% 11.8% 12.3%

オランダ 32.5% 9.5% 11.4% 8.8%

英国 11.6% 3.4% 10.9% 15.6%

ノルウェー － 54.0% 3.0% 0.5%

ポルトガル － － 2.5% 3.7%

中国 7.0% 3.8% 8.1% 20.1%

台湾 － － 0.9% 1.6%

日本 － － 0.8% 1.0%

韓国 － － 0.4% 2.6%

バングラデシュ － － － 0.5%

欧州向け：7～8割

北東航路：2～3割

➢大半が欧州方向へフロー。

➢積替え（ノルウェー・ベルギー・オランダ）に
に中国を中心とするアジア太平洋向けが含
まれる＝スエズ運河経由の長大な輸送距離
と予測できない海氷条件が原因か。

➢北東航路（ベーリング海峡）経由の輸送は
現状で最大1割に留まる。

12

1650万トン

出典: ロシア貿易統計、NOVATEK資料及びBP統計等から取り纏め



上流権益・砕氷LNGタンカー傭船・積み替えターミナルの各出資スキーム
Business scheme: Upstream stakeholders, Icebreaker LNG tanker charter and Transshipment terminals

出典: 筆者取り纏め
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➢ 北極海航路経由のロシア産エネルギー輸出スキームは①上流権益（支払う側）、②砕氷船傭船、③積替えターミナル、から成る。
➢ ②砕氷船傭船と③積替えターミナルは、常時稼働（＝油ガス価変動に関係なく常にお金を生み出す）が前提。サービスを受ける
（＝支払う側）の①上流権益側には②③へのビジネス参画とプロジェクト利益の最大化へのベクトルが働く。



北極海航路利活用の鍵を握る船の数：ズヴェズダ造船所の行方
Zvezda Shipyard: Number of icebreaker ships hold the key for future utilization of NSR

★ヤマルLNGで稼働中のArc7砕氷LNGタンカー（15隻） ★ロシアが進める高価な極東国産造船所「ズヴェズダ」
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＜参考＞ズヴェズダ造船の受注状況（Arc7砕氷LNGタンカー15隻を含む）

出典: 写真（筆者及びRosneft公開資料、Google Mapより筆者作成）、United Shipbuilding Corporation社プレゼンテーション（2019年7月）



ロシア政府による北極海航路囲い込み（ロシア船籍とロシア製船舶限定）の背景
Behind recent Russian govt‘s action of ‘enclosure’ of NSR (Ship registration in Russia & Russian-made vessels only)
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排他的経済水域
領海の基線からその外側200海里（約370km）の線までの海域（領海を除く。）
並びにその海底及びその下。排他的経済水域においては、沿岸国に以下の権利、
管轄権等が認められている。

1．天然資源の探査、開発、保存及び管理等のための主権的権利
2．人工島、施設及び構築物の設置及び利用に関する管轄権
3．海洋の科学的調査に関する管轄権
4．海洋環境の保護及び保全に関する管轄権

北極海航路の利活用に逆行する囲い込み（ロシア船籍・ロシア製船舶限定）の背景に、ロシア政府は次の現実を受け入れつつあるのではないか。
•北極海航路はロシア発のエネルギー輸送がメインであり（それは復路は船は空であることも意味する）、その発展は以下の理由から限定的。
①物品を運んでも沿岸に需要地がなく欧亜直結のルートとなること。 ②海氷によって通年航行実現にハードル＝定期航路になり得ない。
③海氷・天候条件によって確たるスケジュールが組めない。 ④砕氷機能を持った船が少なく運用コストが高いこと。

•ロシア産エネルギー輸送がメインであれば、その船籍も造船もロシアとし内需拡大発展を目指す（できない部分は特例で外資誘致）。

＜北極海＞

ロシア
の
事情

運航管理面：気候変動による温暖化と砕氷タンカーの建造で北極海航路の活動期間・航行数が急速に増加。依然海氷
がある時期が年半分以上あり、砕氷船の義務化（管理）と原子力砕氷船による巡回警備が必要であること。

軍事安保面：北極海は海氷下で米露双方の戦略原潜が対峙しているフロントであり、北極海航路の利活用拡大が、原
潜の配備状況や固有の音紋が明らかにしてしまう。軍事展開不能地域から新たな戦略フロントの誕生へ。

＜北極海航路＞

ロシアの
達観と
思惑

★北極海におけるロシアの排他的経済水域（EEZ）拡大申請

出典：地図はドイツ国営放送Die Welle及び海上保安庁
写真はRosatom及びWikipediaパブリックドメインより

Arc7砕氷LNGタンカーと並走する
原子力砕氷船

アクーラ（タイフーン）級原子力潜水艦



気候変動への対応を中心命題に欧州連合の北極圏への関与を強化していくことを提案するもの。また、「北極圏の資源と輸送ルー
トへの関心の高まりが、この地域を地域的・地政学的な競争と緊張の場に変え、EUの利益を脅かす可能性がある」点を強調。次の
3つの行動を通じて北極圏への関与を強化していく。端的には（1）軍事安全保障を中心とする問題の国際提起、（2）気候変動対策
（炭化水素資源開発の停止を含む）、（3）先住民対策と革新的なグリーン、ブルーエコノミー及びデジタル化推進。

＜同文書の提起する目的＞

（1）北極圏の問題を国際的に提起し、地域協力を強化。新たな安全保障上の課題（※近年の北極圏における露中の進出を意識）に対する戦略的
視点を持つことで、北極圏を安全かつ安定に保つべく、平和的・建設的対話を維持する。

（2）気候変動の結果として生じる生態学的、社会的、経済的、政治的課題に取り組み、気候変動と環境悪化に取り組むための強力な行動を取り、
環境法制とブラック・カーボン及び永久凍土の融解に関する協調行動、そして、石油、石炭及びガス（※天然ガスではなくgasと表現。メタン
リークも包含か）を地中に留まらせることで、北極圏をより回復力のあるものにする。

（3）北極圏の先住民と将来の世代の利益のために包括的で持続可能な開発を支援し、先住民、女性、若者のニーズに焦点を当て、未来志向の
仕事とブルーエコノミー（持続可能な海洋産業）に投資する。

＜石油、石炭及びガス開発の停止に向けた具体的なアクション＞
➢ 北極圏での炭化水素探鉱（hydrocarbons exploration）の部分的なモラトリアム（停止）を設定し、石油、石炭、ガスを地中に
留まらせるよう働きかける。
※開発の部分的停止については、まず「米国、カナダ及びグリーンランドの一部」が対象（文書脚注35）。

➢ 北極圏または隣接地域での炭化水素埋蔵量のさらなる開発を許可せず、生産される場合にはその炭化水素を購入しないという
多国間法的義務に向けてパートナーと協力する。

◼ 北極政策指針については、同文書が最初のものではなく、過去2008年から2012年、2016年そして今回と3回改訂。今回は2019年12月のフォン・デア・ラ
イエン委員長の就任と欧州グリーンディールの発表を受けた内容を反映。

◼ 今回出された文書の位置づけである「Joint Communication」は、欧州委員会を中心に起草され出されるある分野でのEUが採るべき指針を示しながら、
関係機関への情報共有と意思決定に向けた方向性を示すもの。様々な分野・テーマで出される頻度も多い。

◼ ロシアのプロジェクトに関しては開発に関しては時間猶予あり。また、欧州委員会による規制はグランドファーザー規則を守る傾向が強く、既存案件には適
用されない可能性が高い（但し、Nord Streamに対する訴訟のようにEU加盟国が規則に反しているとして訴訟を起こすケースはある）。

◼ 欧州議会や欧州理事会で、今回の文書に対して好感が得られれば、さらに欧州委員会が次のステップとして行動計画を作成し、行政的に物事を進めてい
く可能性が考えられる。他方、EU内におけるステイクホルダーの戦いもこれから始まる。特に北極圏エネルギー開発に既に参画しているフランス（TOTAL
及びTechnip FMC）や最大の需要家であるドイツ（上流のWintershallやヤマル半島ガス田からガス供給を受けるNord Streamとガス会社）等が反対に回
る可能性は高く、全会一致では進まないテーマであることは確実。

◼ 懸念されるのは、北極圏からの生産物の購入を許可しないための多国間法的義務の設定。既存プロジェクトから将来的に生産される炭化水素も対象
（nor to purchase such hydrocarbons if they were to be produced）。日本が参画するアルクチクLNG-2の販売先は8割がアジア想定であり、多国間法
的義務に賛同する欧州諸国にLNGやコンデンセートが流れないことで大きな影響はないとも言えるが、欧州市場が縮小することやアジア向けLNGが増加
することによる市場への影響がプロジェクトに及ぼす影響については精査する必要がある。また、日本政府が脱炭素の流れの一環で安易にEUに迎合し
ないよう注意が必要。

欧州委員会による北極圏における新規石油ガス石炭開発禁止に向けた動き
European Commission published Political Paper on Arctic policy, including restriction of new hydrocarbon development
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グリーンランドは石油探査戦略をサスペンド
し、探鉱ライセンス付与を停止し、石油生産
国になるという1970年・50年来の野心を止
めた。これまでShell、Chevron、Exxon及び
ENIが探鉱を行ってきたが、ほとんどの試掘
がドライだった。ナサニエルセン天然資源大
臣は探査による環境に及ぼす影響が大き
過ぎると指摘。USGCは同地域のポテン
シャルを2007年に314億BBLと見積もって
いた。他方、ライセンス付与は2002年と
2014年にピークを迎え、これまで20以上の
海洋鉱区を公開。現在探査が行われている
のはジェームソンランドの陸上3鉱区と南西
海域の1鉱区で、それぞれ2027年・2028年
に失効する。＜2021年7月16日IOD＞

＜参考＞7月、グリーンランドが新規鉱区付与を停止

出典:欧州委員会公開資料（https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/IP_21_5214、https://eeas.europa.eu/headquarters/headquarters-homepage/105481/joint-communication-stronger-

eu-engagement-peaceful-sustainable-and-prosperous-arctic_en）

供覧文書『平和で持続可能で繁栄する北極圏へのより強力なEUの関与』
（2021年10月13日：ボレル欧州連合（EU）外務・安全保障上級代表（外相に相当）と欧州委員会草案）

出典：NUNAOIL

現在探鉱中のエリア

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/IP_21_5214、https:/eeas.europa.eu/headquarters/headquarters-homepage/105481/joint-communication-stronger-eu-engagement-peaceful-sustainable-and-prosperous-arctic_en


本日の報告内容
➢北極域における石油天然ガスポテンシャルは高いことは明らか。石油ガスを合わせた可採埋蔵量ではサウジアラビアの現在
の原油埋蔵量を凌駕する可能性がある。気候変動による海氷の後退によりアクセス及び生産物輸送が容易に。北極海沿岸国
の中でもロシアは地質的、地理的、海氷条件に恵まれている。

➢北極域の資源開発の重要な推進力は原油価格と政府による優遇税制。厳しい環境条件による制約（インフラの欠如、北極海
航路での輸出には砕氷仕様が求められる）により、プロジェクトの実現には高油価（バレル当たり70ドル以上）が不可欠。

➢原油生産量が早晩減退を迎えるロシアにとっては、北極圏以北の資源開発は将来の生産量（国の財政）を補完する最重要フ
ロンティア。最大級の優遇税制を適用し、ロシアが身を切る形でロシア企業及び外資の誘致を進める。外資メジャーにとっても
巨大な埋蔵量が期待でき、大幅なリプレイスメント（生産分に対する新規発見埋蔵量による回復）を実現できる魅力がある。

➢欧米による対露制裁が外資の参画を制限するが、対象は「将来的に生産される石油」と「北極海」を対象（従って、ガス及び陸
上は対象外）。ロシアは自ら技術を有する陸上（ヤマル・ギダン両半島）及び浅海にて上流開発を進めている。

➢ロシアの北極域資源開発には、対露制裁に対する欧州の分断（フランスをNOVATEK株主とプロジェクトに誘致）、供給ルート
多様化（パイプラインに加えLNG）、そして、天然ガス市場確保（欧州及びアジア双方向へ輸出）という目的もある。

➢優遇税制で成り立つヤマルLNG、アルクチクLNG-2プロジェクトは、言い換えれば油価低迷時や免税というゲタを脱げば経済
合理性を見出すことは難しい。このロシアの政策を「政府保証」と見るか、一時的措置と見るかによって、その評価は大きく異
なってくる。そのようなプロジェクトに参画したフランス、中国、日本はプロジェクト単体の経済性だけでは測れない意義をそれぞ
れ見出している。

➢海氷減少により利活用が拡大する北極海航路だが、その牽引はヤマル特需。そのヤマルLNGもその9割が欧州向けであり、
アジア向け北東航路の通年航行実現に影を落としている。その鍵を握るのは不足する砕氷機能を有する船舶数であり、ロシア
が進める国産造船所「ズヴェズダ」が計画通りに船舶を供給できるかに注目が集まる。

➢北極海航路利活用拡大という流れに逆行するロシア政府による同航路通航船の船籍及び製造を自国に限定する動きには、
急速に増加する船舶に対する安全運航管理の必要性と戦略原潜が対峙しているフロントへの船舶の出入りを制限したい軍事
安保面の理由も。また、ロシア政府は北極海航路は結局ロシア発のエネルギー輸送がメインであることを理解し始めており、ロ
シア船籍・製造船に限定し、内需拡大発展を目指そうとしている。
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Notice:

This communication is private and confidential, for your information only. It has been prepared for this meeting, solely for informational purposes and is not an offer, 

recommendation or a solicitation to buy/sell any investment, nor is it an official information. Pictures and graphics are made or taken by JOGMEC, or quoted from public domains. 

It is prepared from generally available information believed to be reliable but JOGMEC do not guarantee the accuracy of the information which should not be relied upon, and may 

be incomplete or condensed. 

ご清聴、ありがとうございました
Thank you for your attention

Q&A


